
 

障害福祉サービス事業所等に対する補助金等（令和８年度） 

対象事業所 事業名 対象法人 事業内容 補助内容等 

生活介護事
業所 
 
デ イ サ ー ビ
ス型地域活
動支援事業
所 

重症心身
障害者等
受入補助
金 
（通所事
業所） 

全法人 重症心身障
害者等を受
け入れた場
合、これを適
切に支援す
るための人
件費を補助 

＜補助要件＞ 
食事提供又は入浴介助を行うこと。 

＜補助基準額＞ 
① 生活介護 
  定員 40 名以下  

4,600 円、5,100 円、5,700 円／人・日 
  定員 41 名以上 

2,800 円、3,100 円、3,500 円／人・日 
② デイサービス型地域活動支援 
  4 時間まで          2,700 円／人・日 
  4 時間超～6時間まで    4,500 円／人・日 
  6 時間超           5,700 円／人・日 
※ 看護師を常勤換算で 1.0 人以上配置し、 医

療的ケアを必要とする利用者を3人以上受け
入れた場合、各単価に 2,500 円を加算 

生活介護事
業所 

強度行動
障害者受
入補助金 

全法人 強度行動障
害者を受け
入れた場合、
これを適切
に支援する
ための人件
費を補助 

＜補助要件＞ 次の①～⑤を全て満たすこと。 
① 利用定員に対し、強度行動障害者の受入割

合が 20％以上 
② 人員配置体制加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）を算定

していない 
③ 指定上の人員配置基準等に規定する職員数

に加え、直接処遇職員を「補助金対象者の受
入数×0.2」人以上配置 

④ 行動障害軽減のためのケース会議を月 1 回
以上開催 

⑤ 名古屋市強度行動障害者支援事業における
「強度行動障害者専門支援員派遣事業」の利用 
＜補助基準額＞ 

強度行動障害者 1 人あたり   2,000 円／日 
ただし、重度障害者支援加算（個人加算あり）

の場合は、補助対象外とする。 

生 活 介 護 ・ 
共同生活援
助事業所 等 

強度行動
障害者受
入環境整
備補助金 

全法人 強度行動障
害者の受け
入れに必要
な工事等に
係る経費の
一部を補助 
 
 

＜補助要件＞ 
① 強度行動障害者を現に受け入れていること 
② 強度行動障害者の心身の状況から、円滑な
受け入れに必要な工事等 

③ 「強度行動障害者専門支援員派遣事業」の利
用を条件とし、工事等の内容の効果・必要性に
ついて、専門支援員の意見必要。 

＜補助額＞ 

対象経費の 3/4 補助（補助上限 600,000 円） 

短期入所事
業所 
生活介護事
業所 

日中一時
受入事業 

全法人 介護者が病
気等の場合、
日中、障害児
(者)を一時
的に受け入
れるサービ
ス 

＜実施要件＞ 
日中一時受入事業登録事業者であること 

＜報酬単価＞ 
① 障害者              1,334 円～ 7,243 円 
② 障害児              1,334 円～ 6,159 円 
③ 重症心身障害児等    6,506 円～19,518 円 

この他、食事提供、送迎、入浴、医療的ケア
に係る加算あり 

※「強度行動障害者」の範囲 

障害支援区分認定調査の行動関連

項目の合計点数が 14 点以上の者 



 

対象事業所 事業名 対象法人 事業内容 補助内容等 

短期入所事
業所 
（病院除く） 

重症心身
障害児

（者）短期

入所事業
補助金 

全法人 重症心身障
害児(者)を
受け入れた
場合の人件
費等を補助 

＜補助基準額＞ 
① 短期入所と他の日中活動サービスを併用 

        2,890 円／人・日 
② 上記以外         5,770 円／人・日 

共同生活援
助事業所 

共同生活
援助事業
費補助金 

社会福祉法人

NPO 法人 

医療法人 
公益社団法人 

公益財団法人 

土日等の日
中活動サー
ビスが提供
されない日
に日中の支
援を行った
場合に係る
経費を補助 

＜補助要件＞ 
事業所の定員が 20 人以下、かつ共同生活住

居の定員が 9 人以下であること 
＜補助基準額＞ 
① 障害支援区分 3 以下   1,302 円／人・日 
② 障害支援区分 4 以上   2,302 円／人・日 

共同生活援
助事業所 

共同生活
援助事業
運営費補
助金 

社会福祉法人 

NPO 法人 
医療法人 

世話人の複
数配置等に
必要な人件
費及び事業
に係る事務
費を補助 

＜補助基準額＞ 
① 運営費                1,740 円／人・日 
② 重度加算 

・障害支援区分 4      475 円／人・日 
・障害支援区分 5      759 円／人・日 
・障害支援区分 6     1,019 円／人・日 

共同生活援
助事業所 

共同生活
援助事業
設置費補
助金 

全法人 新規設置す
る場合、初度
調弁費等に
対して必要
な費用を補
助 

＜補助要件＞ 
①市内に新規設置の共同生活住居 
②定員２分の１以上重度障害者受入れ 
③サービス管理責任者または生活支援員が一
定の研修修了者 
＜補助基準額＞１共同生活住居あたり 
・初度調弁費：650,000 円（定員 4 人以上） 
 （定員 3人 488,000 円、定員 2 人 325,000 円） 
・消防用設備費：590,000 円 

共同生活援
助事業所 

障害者グ
ループホ
ームバリ
アフリー
化改修補
助金 

全法人 入居者の重

度化・高齢化

への対応等

を図るため、

バリアフリ

ー化改修費

用を補助 

＜補助要件＞ 
① 市内に所在する障害者グループホーム 
② 入居者の心身の状況や住居の状況などか
ら、必要なバリアフリー化改修、又は、新たに
重度障害者を受け入れる場合に必要なバリア
フリー化改修 

＜補助額＞ 
 対象経費の 3/4 補助（補助上限 600,000 円） 

特定・障害児
相談支援事
業所 
（特定と障害

児の指定必要。

一般の指定不

要） 

障害児・
者相談支
援事業補
助金 

社会福祉法人 

NPO 法人 
医療法人 
消費生活協
同組合 
労働者協同

組合 
公益社団法人 

公益財団法人

非営利型の一

般社団法人・

一般財団法人 

本市の相談
支援体制の
充実を図る
ため、人件費
を補助 

＜計画相談支援事業等補助金＞ 
① 基本額 

サービス等利用計画案等を年間30件作成し
た場合              1,427,000 円  を補助 

② 加算額 
サービス等利用計画案等の作成数が30件を
超えた場合         53,000 円／件  を補助 

一般相談支
援事業所 
（特定と障害

児の指定必要） 

 ＜地域相談支援事業補助金＞ 
本市の地域移行支援の支給決定を受けた者

の支援を行った場合 
1,500,000 円／年×件数×常勤換算人数 

（※件数は 3、常勤換算人数は 1を上限とする） 



 

対象事業所 事業名 対象法人 事業内容 補助内容等 

居宅介護事
業所（重度訪
問介護・同行
援護・行動援
を含む。）、
計画相談支
援事業所 、
地域移行支
援事業所 、
地域定着支
援事業所 

福祉人材
育成支援
助成事業 

全法人 対象事業所
が従業者の
定着及び育
成に取組む
際の経費の
一部を助成 

＜助成対象経費＞ 
研修開始時点で、助成対象事業所の職員であ
り、入所者（利用者）に対して、直接的な介護
に従事している方が、以下の試験や研修を受講
する場合の経費 
（対象となる主な試験及び研修） 
社会福祉士国家試験、介護福祉士国家試験、精
神保健福祉士国家試験、介護職員初任者研修、
実務者研修、居宅介護職員初任者研修、障害者
居宅介護従業者基礎研修、同行援護従業者養成
研修、全身性障害者移動介護従業者養成研修、
重度訪問介護従業者養成研修、行動援護従業者
養成研修、強度行動障害支援者養成研修、名古
屋市移動支援事業従業者養成研修、喀痰吸引等
研修※1（第 1 号・第 2号・第 3 号）、相談支援
従事者初任者研修 
○受講時に必須となるテキスト代は対象とな
りますが、受験対策講座費や参考図書費、交通
費、宿泊費、飲食費については対象外です。 
※1 障害福祉サービス単独で指定を受けてい
る事業所については本市の対象となります。な
お、介護サービス事業所については、愛知県の
研修受講支援事業費補助金（愛知県福祉企画室 
052-954-6814）の対象です。 
＜助成基準（助成限度額＞ 
 対象経費の 3/4 助成（補助上限 100,000 円） 

障害福祉サ
ービス 事業
所等（相談系
サ ー ビ ス を
除く） 

外国人技
能実習生
（介護職
種）受入
支援補助
金 

全法人 「入国後講
習」に係る費
用（講習費、
宿泊費、光熱
水費など）の
一部を補助 

＜対象経費＞ 
「入国後講習」に係る費用（講習費、宿泊費、
光熱水費・健康診断費等） 
＜補助上限額＞ 
 対象経費の 3/4 補助（補助上限 120,000 円） 

障害福祉サ
ービス 事業
所等（相談系
サ ー ビ ス を
除く） 

外国人介
護人材等
導入支援
補助金 

全法人 外国人介護
人材等を初
めて雇用す
る事業所に
対し、1人目
の雇用にか
かる費用を
補助 

＜対象経費＞ 
事業所が初めて雇用する 1 名の雇用にかかる
経費（監理団体への入会金・会費、紹介費・手
数料、渡航費、健康診断費、監理費・支援委託
費、ビザ申請費用、居住費 
＜補助上限額＞ 
 対象経費の 3/4 補助（補助上限 550,000 円） 

 

お問合わせ先 

【各種補助金、日中一時受入事業者の登録事務】 

健康福祉局障害者支援課施設事業担当（TEL：052-972-2560、FAX：052-972-4149） 

【福祉人材育成支援助成金、外国人技能実習生（介護職種）受入支援補助金、外国人介護人材等導入支援補助金】 

健康福祉局障害者支援課推進担当（TEL：052-972-2558、FAX：052-972-4149） 


